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２０１９年３月期 第３四半期 累計 の業績（Ｄ欄）は、

連結売上高１，８７３億円、営業利益は１７６億円となりました｡

売上高は､対前年同期＋１８９億円の増収、営業利益は＋３８億円の増益です。

売上高について詳細は、次ページ以降で説明致しますが、

業務ソリューションで＋１４３億円、サービスソリューションで＋４７億円の増収となりました。

売上総利益については､ 売上高総利益率が昨年と同水準の２０．１％となり、

増収効果で前年同期に対し＋３８億円増益の３７７億円となりました｡

販管費は、研究開発費、採用・教育費の増がありましたが、

営業支援費が減少し、前年同水準となり、

結果、営業利益は＋３８億円増益の１７６億円となりました。

経常利益は、＋３６億円増益の１８１億円、

四半期純利益は＋２０億円増益の１１７ 億円となりました。

また、第３四半期(10～12月)（Ｃ欄）としては、

売上高が６２６億円と対前年同期＋１０８億円の増収となりました。

この増収のうち３０億円は、今３Ｑ期に大型プロダクト販売３０億円があったことによります。

粗利率は２０．４％と前年同期１９．８％に対し改善いたしました。

なお、大型プロダクト販売３０億円を除く売上高総利益率は、２１．３％となります。

販管費は、前年同水準となり

結果、営業利益は６４億円と対前年同期＋２６億円の増益となりました｡
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３Ｑ（10～12月）期での売上高を詳細にみてみます。

売上高は、６２６億円で対前年同期＋１０８億円となりました。

業務ソリューションは､＋９４億円の増収です。内訳は、

産業､流通･ｻｰﾋﾞｽが、ネットサービス、旅行、小売りを中心に堅調で＋１２億円の増収、

金融は､前年同水準で－２億円の減収

公共公益他は、今３Ｑ期も大型プロダクト販売３０億円があったことに加え、

官公庁向けの基盤系案件が活発でした。

また、テレコムも拡大し、公共公益他で＋８３億円の増収となりました。

サービスソリューションは､＋１４億円の増収です。

ＩＴインフラがプロダクト、DaaS／VDIの増で＋３億円の増収、

鉄鋼が＋１０億円の増収となりました。

子会社等は、＋１億円です。

３Ｑ期の受注高は、６３９億円で対前年同期＋６４億円の増となりました｡

内訳は、

業務ソリューションは＋４２億円。産業流通で＋１０億円、公共公益で＋２０億円、

金融はほぼ同水準でした。

なお、公共公益には、大型プロダクト５０億円の受注がありました。

サービスソリューションは＋２３億円､内鉄鋼で＋２０億円となりました。
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３Ｑ期累計をサービス・顧客業種別でみてみますとこちらのようになります。

産業､流通･ｻｰﾋﾞｽは、ネットサービス、旅行、小売り向けが上期から引き続き堅調で

＋５３億円の増収

金融は､一部メガバンク統合案件のピークアウトがあり、上期を中心に－３２億円の減収､

公共公益他は、大型プロダクト販売が上期は昨年と同じく６０億円、今３Ｑ期は３０億円あり、

加えて、官公庁向けの基盤系案件及びテレコムの積み上げで＋１１３億円となりました。

ITインフラは、＋５億円の増収、またITインフラ連携によるプロダクト販売が好調で、

これを加味いたしますと、対前年同期で＋３４億円の増収です。

鉄鋼は、新日鉄住金グループでの活発なIT投資により＋４２億円となりました。

なお、新日鉄住金向けの売上は、３６１億円と対前年同期＋３９億円となりました。

子会社等は、＋８億円の増収となりました。

３Ｑ期末受注残高は、１,３５８億円で対前年同期＋９９億円の増となりました｡

内訳は、

業務ソリューションは＋５８億円。産業流通で＋３０億円、 公共公益で＋２０億円です。

サービスソリューションは+４２億円、内鉄鋼で＋４０億円です。
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連結営業利益の対前年同期分析です｡

３Ｑ累計の営業利益は、

昨年の１３９億円から＋３８億円増益の１７６億円となりました｡

売上総利益は、

増収＋１８９億円に伴う売上総利益額増加で ＋３８億円

売上高総利益率は、３Q累計で昨年と同水準の２０．１％となり、

率差は発生しませんでした。

この結果、売上総利益としては ＋３８億円となりました。

販管費は、研究開発費、採用・教育費の増がありましたが、

営業支援費が減少し、３Ｑ累計で昨年同水準となり、

結果、営業利益は＋３８億円増益の１７６億円となりました。
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２０１９年３月期 通期での業績見通しですが、上期決算時の公表値

・売上高 ２,５８０億円 ・売上総利益 ５１０億円

・販管費 ２７０億円 ・営業利益 ２４０億円 ・経常利益 ２４５億円

から変更はございません。



売上高の見通しについて、もう少し詳しくご説明いたします。

昨年下期は、全体で１，２７７億円と高い水準になりましたが、

３Ｑ期の売上高が５１８億円と比較的低水準であったことに対し

４Ｑ期で公共公益が１７８億円と売上計上が積み上がったこともあり

４Ｑ期の売上高は７５９億円と高い水準になりました。

今年度の４Ｑ期につきましては、

公共公益を除きますと、各セグメントともほぼ昨年４Ｑ期水準を目標としております。

公共公益については、大型プロダクト販売３０億円を除き下期で同水準を目標としております。

３Ｑ期末受注残は、Ｐ５で見ていただきました通り

１，３５８億円と前年同期＋９９億円の増となりました。

この受注残の内、４Q期での売上高は前年同期に対しー１０億円程度減少の見通しです。

従いまして、増分は来年度以降に寄与する見通しです。
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